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重要事項説明書 

（介護予防）小規模多機能型居宅介護サービス 

 

 あなたに対する小規模多機能型居宅介護サービスの提供開始にあたり、平成１８年３

月１４日厚生労働省令第３４号第８８条（準用）第９条に基づいて、当事業者があなた

に説明すべき重要事項は次のとおりです。 

 

１  事業者の概要 

 事業者名称 社会福祉法人 宮古島市社会福祉協議会 

 主たる事務所の所在地 沖縄県宮古島市城辺字西里添 788 番地３ 

 法人種別 社会福祉法人 

 代表者名 会長 野原 勝 

 電話番号 ０９８０－７７－８６６１ 

 

介護保険法令に基づき沖縄県知事又は宮古島

市長から指定を受けている事業所名称 

（指定番号） 

各事業所につき介護保険法令に基づき

沖縄県知事又は宮古島市長から指定を

受けている居宅介護サービスの種類 

宮古島市社協指定居宅介護支援事業所 

（4770600221） 

居宅介護支援事業 

 

宮古島市社協指定訪問介護事業所しゃきょう 

（4774800041） 

訪問介護事業 

宮古島市社協指定通所介護事業所、ぐすくべ

（4774700043） 

通所介護事業 

宮古島市社協小規模多機能型居宅介護事業所

きゃーぎ（4795500067） 

小規模多機能型居宅介護事業 

 

 

２  ご利用事業所 

ご利用事業所の名称 宮古島市社協小規模多機能型居宅介護事業所たかやま 

 指定事業者番号 4795500075 

 所在地 宮古島市上野字新里 420 番地 3 

 電話番号 ０９８０－７６－２８４９ 

営業日 

営業時間（訪問サービス） 

同  （通いサービス） 

同  （宿泊サービス） 

３６５日 

２４時間 

午前９時～午後５時 

午後５時～午前９時 

通常の事業の実施地域 宮古島市上野 下地地区 
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登録定員 

利用定員（通いサービス） 

同  （宿泊サービス） 

※ 当事業所は、原則として利用申込に応じま

すが、ご登録をいただいている場合であって

も、利用定員を超過する場合には、通いサー 

     ビス又は宿泊サービスの提供ができない日が

ある場合がありますので、ご了承ください。 

 

 

３  事業の目的と運営の方針 

事業の目的 

 要介護者の居宅及び事業所において、家庭的な環境と地域住民と

の交流の下で、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の

世話及び機能訓練を行うことにより、利用者がその有する能力に応

じその居宅において自立した日常生活を営むことができるようにす

ることを目的とする。 

運営の方針 

 通いを中心として、要介護者の様態や希望に応じて、随時訪問や

宿泊を組み合わせ、サービスを提供することにより、利用者の居宅

における生活の継続を支援するよう努めるものとする。 

 事業の実施に当たっては、関係市町村、地域包括支援センター、

地域の保健・医療・福祉サービスの提供主体との綿密な連携を図

り、総合的なサービスの提供に努めるものとする。 

 

 

４  従業者の職種、員数及び勤務の体制 

従業者の職種 員数 勤務の体制 

管理者（介護兼務） 

 

 

１人 常勤１名 

 午前８時半～午後５時半 

 

介護支援専門員 

（介護兼務） 

1 名 常勤 1 名 

 午前 8 時半～午後５時半 

看護師 

（介護兼務） 

１人 常勤１名 

 午前８時半～午後５時半 

介護従業者 ８人 

以上 

常勤、非常勤 

 午前８時～午後５時半を基本としたシフト制 

利用者宿泊時夜勤あり（利用者の状況に対応） 

 

 

 

 

 

 

25 人 

15 人 

７人 
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５  サービスの内容及び利用料その他の費用の額 

サービスの種類 内容・標準的な手順 保険適用有無 単位 利用料 

小規模多機能型

居宅介護サービ

ス 

通い 

訪問 

宿泊 

保険適用有 １月 別紙１ 

食事の提供に関

する費用 

朝食（宿泊時、場合により通い） 

昼食（通い利用時） 

夕食（宿泊時、場合により通い） 

保険給付外 １回 ４００円 

４００円 

 ４００円 

宿泊に要する費

用 

＜宿泊室の詳細＞ 

広さ ７６．４平方メートル 

定員数 ７人 

 

保険給付外 １泊 3，000 円 

おむつ代 おむつ使用時（持ち込み可） 保険給付外  実費 

 

 

６  交通費実費 

 利用者の居宅が当該事業所の通常の事業実施地域以外にある時は、送迎に要する費用 

及び訪問サービスに要した交通費について、事業実施地域を超える地点からの距離に応 

じた実費をいただきます。 

 

 

７   苦情申立窓口 

 ご利用者相談窓口 

 

 

 

 ご利用時間 平日 午前８時半～午後５時半 

 土日 午前８時半～午後５時半 

 ご利用方法 電話 ０９８０－７６－２８４９（24 時） 

      受付相談担当者 川田チエミ 解決者 赤嶺鉄 

宮古島市高齢者支援課 

 

ご利用時間 平日 午前８時半～午後５時１５分 

ご利用方法 電話 ０９８０－７３－１９６４ 

 沖縄県国民健康保険 

団体連合会 

 ご利用時間 平日 午前９時～午後５時 

 ご利用方法 電話 ０９８ －８６０－９０２６ 
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８   緊急時の対応方法 

 利用者の主治の医師又は事業者の協力医療機関への連絡を行い、医師の指示に従いま

す。 

 緊急連絡先に連絡いたします。 

 利用者の主治の医師 

 

 

 

氏名  

所属医療機関の名称  

所在地  

電話番号  

 協力医療機関 

 

 

 

 

 

 

 

医療機関の名称 下地診療所 

院長名 打出 啓二 

所在地 宮古島下地字上地 634-1 

電話番号 ０９８０－７４－７８７８ 

診療科 内科、外科、胃腸科、肛門科 

入院設備 無し 

救急指定の有無 無し 

契約の概要 
当事業者と病院は通常並びに緊急時の医療

行為に関する契約 

 緊急連絡先 

 

 

 

 

氏名  

住所  

電話番号  

昼間の連絡先  

夜間の連絡先  

 

９   非常災害対策 

 

関係機関への通報・

連絡体制の整備につ

いて 

非常災害時には関係機関と連携をとり、必要な措置を講じま

す。 

また、非常災害時に備えてマニュアルを整備します。 

 避難・救出等必要な

訓練の実施について 

利用者、職員を交えての防災訓練を年に２回行います。 
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小規模多機能型居宅介護の提供開始にあたり、利用者に対して本書面に基
づいて重要事項の説明を行い交付しました。 

 この重要事項説明書に変更のある場合は、事前に連絡し同意を得ます。 

 

 

（説明年月日）令和   年   月   日 

 

 

        事業者  住所  宮古島市城辺字西里添７８８－３ 

                 社会福祉法人 

                 宮古島市社会福祉協議会 

             名称  会 長  野原 勝    

 

        説明者  職名 介護支援専門員     

 

 

             氏名               印 

 

 

 私は、本書面により事業者から重要事項の説明を受け同意し、又、この
重要事項説明書を受領しました。 

 

    

利用者  住所                

 

 

               氏名              印 

 

 

    

代理人  住所                

 

 

               氏名              印 

                （続柄          ） 
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小規模多機能型居宅介護利用料金表（厚生労働大臣が定める額） 

介護度 
利用基金 

額 

 自己負担額 

（3 割） （2 割） （1 割） 

要支援１ 34,500 円 10,350 円 6,900 円 3,450 円 

要支援２ 69,720 円 20,916 円 13,944 円 6,972 円 

要介護１ 104,580 円 31,374 円 20,916 円 10,458 円 

要介護２ 153,700 円 46,110 円 30,740 円 15,370 円 

要介護３ 223,590 円 67,077 円 44,718 円 22,359 円 

要介護４ 246,770 円 74,031 円 49,354 円 24,677 円 

要介護５ 272,090 円 81,627 円 54,418 円 27,209 円 

※自己負担額は介護保険負担割合証に記載される割合（１割有又
は２割・3 割）により決定※ただし、月の途中からの利用の場
合には日割りの計算になります。 

 

〇初期加算    ：指定小規模多機能型居宅介護事業所に登録した日から起算して３

０日以内の期間については、初期加算として、１日につき所定の単

位数を加算する。３０日を越える病院又は診療所への入院後に指定

小規模多機能型居宅介護の利用を再び開始した場合も、同様とする。 

                                 ３０単位／日 

 

〇認知症加算 (Ⅲ) ：日常生活に支障を来すおそれのある症状・行動が認められること

から介護を必要とする認知症の利用者（認知症日常生活自立度Ⅲ

以上） 

７６０単位/月 

〇認知症加算 (Ⅳ) ：要介護２に該当し、日常生活に支障を来すような症状・行動や意

志疎通の困難さが見られ、周囲の者による注意を必要とする認知

症の利用者（認知症日常生活自立度Ⅱ） 

４６０単位/月 

 

〇看護職員配置加算（Ⅰ）：常勤の看護師を一名以上配置。                 

 ９００単位／月 

〇看護職員配置加算（Ⅱ）：常勤の准看護師を一名以上配置。                 

 ７００単位／月 

別紙１（令和 6 年 4 月サービス分から） 
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〇看護職員配置加算（Ⅲ）：看護職員を常勤換算で一名以上配置。                 

 ４８０単位／月 

 

〇介護職員処遇改善加算（Ⅰ）：すべての利用者が対象。 

小規模多機能型居宅介護の基本単位に各種加算を加えた     

単位×１０．２％ 

○特別地域加算：厚生労働大臣が定める地域に所在する事業所がサービス提供を行っ

た場合に算定  

単位×１５％／月 

 

〇総合マネジメント体制強化加算（Ⅱ） 

利用者の心身の状況又はその家族等を取り巻く環境の変化に応じ、随時、介護支援専

門員、看護師、准看護師、介護職員その他の関係者が共同し、小規模多機能型居宅介

護計画（ライフサポートプラン）の見直しを行っている。利用者の地域における多様

な活動が確保されるよう、日常的に地域住民との交流を図り、利用者の状態に応じて、

地域の行事や活動等に積極的に参加していること。 

８００単位／月 

 

〇訪問体制強化加算：訪問サービスの提供に当たる常勤の従業者を２名以上配 

置し、述べ訪問回位数が一月あたり２００回以上である場合。 

１，０００単位／月 

 

〇看取り連携体制加算：基準に適合する利用者について、看取り期におけるサービス提

供を行った場合。死亡日及び死亡日以前30日以下について加算。 

６４単位／日 

○若年性認知症利用者受入加算：若年性認知症利用者に対して小規模多機能型居宅介護

を行った場合。ただし、認知症加算Ⅰ・Ⅱを算定している場合は算定

しない。（個別の担当を定める） 

８００単位／月 

 

 

○生活機能向上連携加算（Ⅰ）：介護支援専門員が、指定訪問リハビリテーション事

業所、指定通所リ ハビリテーション事業所又はリハビリテーション

を実施している医療提供施設の医師、理学療法士、作業療法士又は

言語聴覚 士の助言に基づき、生活機能の向上を目的とした小規模多

機能 型居宅介護計画を作成し、当該小規模多機能型居宅介護計画 

に基づく指定小規模多機能型居宅介護を行ったときは、初回の 当該

指定小規模多機能型居宅介護が行われた日の属する月に、 所定単位

数を加算する。 

１００単位／月 
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○生活機能向上連携加算（Ⅱ）：利用者に対して、指定訪問リハビリテーション 事業

所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテー ションを

実施している医療提供施設の医師、理学療法士、作業 療法士又は言

語聴覚士が、指定訪問リハビリテーション、指定 通所リハビリテー

ション等の一環として当該利用者の居宅を訪問する際に介護支援専

門員が同行する等により、当該医師、理 学療法士、作業療法士又は

言語聴覚士と利用者の身体の状況等 の評価を共同して行い、かつ、

生活機能の向上を目的とした小規模多機能型居宅介護計画を作成し

た場合であって、当該医師 、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚

士と連携し、当該小規 模多機能型居宅介護計画に基づく指定小規模

多機能型居宅介護 を行ったときは、初回の当該指定小規模多機能型

居宅介護が行 われた日の属する月以降３月の間、１月につき所定単

位数を加 算する。ただし、（Ⅰ）算定している場合は、算定しない。 

２００単位／月 

 

 

○介護職員等ベースアップ等支援加算：すべての利用者が対象。 

小規模多機能型居宅介護の基本単位に各種加算を加えた     

単位×１．７％ 

                                

〇登録定員超過減算：登録者の数が登録定員を超えた場合に適用。 

所定単位数に７０／１００を乗じた単位数で算定。 

 

〇人員欠如減算：従業者が人員基準に定める人員を置いていない場合。 

所定単位数に７０／１００を乗じた単位数で算定。 

 

 

〇過少サービスに対する減算：事業所の登録者１人当たりの平均サービス提供 

が一週間に４回未満の事業所について適用する。 

所定単位数に７０／１００を乗じた単位数で算定。 
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（新設） 

〇総合マネジメント体制強化加算（Ⅰ）： １，２００単位/月 

① 利用者の心身の状況又はその家族等を取り巻く環境の変化に応じ、随時、

介護支援専門員、看護師、准看護師、介護職員その他の関係者が共同し、

小規模多機能型居宅介護計画（ライフサポートプラン）の見直しを行って

いる。利用者の地域における多様な活動が確保されるよう、日常的に地域

住民との交流を図り、利用者の状態に応じて、地域の行事や活動等に積極

的に参加していること。 

 

② 日常的に利用者と関わりのある地域住民等に対応する体制を確保している

こと 

 

③ 必要に応じて、多様な主体が提供する生活支援のサービス（インフォーマ

ルサービスを含む）が包括的に提供されるような居宅サービス計画を作成

していること。 

 

④ 地域住民との連携により、地域資源を効果的に活用し、利用者の状態に応

じた支援を行っていること。 

 

⑤ 障害福祉サービス事業所等、児童福祉施設等と協働し、地域において世代

間の交流の場の拠点となっていること 

 

⑥ 地域住民等、他事業所等との共同で事例検討会、研修会等を実施している

こと 

⑦ 市町村が実施する通いの場や住宅医療・介護連携推進事業等の地域支援事

業等に参加していること 

（※④⑤⑥⑦のうち事業所の特性に応じて１つ以上実施していること） 

 

〇認知症加算（Ⅰ）：９２０単位/月 

① 認知症介護実践リーダー研修等修了者を認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ

以上の者が 20 人未満の場合は１以上、20 人以上の場合は１に、当該対象者

の数が 19 を超えて 10 又は端数を増すごとに１を加えて得た数以上配置す

ること 

 

② 認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上の者に対して、専門的な認知症ケア

を実施した場合 

 

③ 当該事業所の従業者に対して、認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技

術的指導に係る会議を定期的に開催する 
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④ 認知症介護指導者研修修了者を１名以上配置し、事業所全体の認知症ケア

の指導等を実施する 

 

⑤ 介護職員、看護職員ごとの認知症ケアに関する研修計画を作成し、実施又

は実施を予定する 

 

〇認知症加算（Ⅱ）：８９０単位/月 

① 認知症介護実践リーダー研修等修了者を認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ

以上の者が 20 人未満の場合は１以上、20 人以上の場合は１に、当該対象者

の数が 19 を超えて 10 又は端数を増すごとに１を加えて得た数以上配置す

ること 

 

② 認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上の者に対して、専門的な認知症ケア

を実施した場合 

 

③ 当該事業所の従業者に対して、認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技

術的指導に係る会議を定期的に開催する 

 

〇介護職員等処遇改善加算の加算率 

介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）１４.９％ 

介護職員等処遇改善加算（Ⅱ）１４.６％ 

介護職員等処遇改善加算（Ⅲ）１３.４％ 

介護職員等処遇改善加算（Ⅳ）１０.６％ 

 

〇業務継続計画未実施減算 

（以下の基準に適合していない場合） 

・業務継続計画（BCP）を策定すること 

・当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずること位数の１００分の１に相

当する単位数を減算 

 

〇高齢者虐待防止措置未実施減算 

（所定単位数の１００分の１に相当する単位数を減算） 

・虐待の発生またはその再発を防止するための以下の措置が講じられていな

い場合 

・虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等の活用可

能）を定期的に開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底

を図ること。 

・虐待の防止のための指針を整備すること。 

・従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること。 

・上記措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 
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〇 虐待の防止について 

 

事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の発生又はその再発を防止するために、次に掲げ

るとおり必要な措置を講じます。 

 

（1） 虐待防止に関する担当者を選定しています。 

 

虐待防止に関する担当者 (介護支援専門員 ： 川田 チエミ       ) 

（管理者       ： 赤嶺 鉄         ） 

（2） 虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について従業

者に周知徹底を図っています。 

 

（3） 虐待防止のための指針の整備をしています。 

 

（4） 従業者に対して、虐待を防止するための定期的な研修を実施しています。 

 
（5） サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（現に養護している家族・親族・同居

人等）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町

村に通報します。 

 

〇身体拘束について 

 

1 事業所は、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得な

い場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」と

いう。）は行わない。やむを得ず身体拘束を行う場合には、その態様及び時間、その際の

利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録するものとする。 

２ 事業所は、身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じる。 

（１）身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行う

ことができるものとする。）を３か月に１回以上開催するとともに、その結果について、介護

職員その他の従業者に周知徹底を図るものとする。 

（２）身体的拘束等の適正化のための指針を整備する。 

（３）介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施

する。 

 

〇業務継続計画の策定等について 

 

1  事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定小規模多機能

型居宅介護〔指定介護予防小規模多機能型居宅介護〕の提供を継続的に実施するた

めの、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」と

いう。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じるものとする。 
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２  事業所は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び

訓練を定期的に実施するものとする。 

３  事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変

更を行うものとする。 

 

〇衛生管理等 

 

事業所は事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように次の各号に掲げる措置

を講じるものとする。 

（１） 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テ

レビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）をおおむね６月に１回以上開催

するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図る。 

  

（２） 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備する。 

 

（３） 事業所において、従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及 

訓練を定期的に実施する。 
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私（及び私の家族）の個人情報の利用については、下記のとおり使用することに同意

します。 

 

個人情報利用同意書 
 

１．使用目的  別記１のとおり 

２．個人情報を提供する機関 

  □居宅サービスに掲載されている事業所 

  □医療機関 

  □公的機関（沖縄県、宮古島市、国保連） 

  □保険会社 

  □ご家族 

 

３．使用する期間 

  介護サービス契約期間 

４．使用条件 

  次の情報は使用しない。 

   

情報 
 

提供先  

 

宮古島市社協小規模多機能型居宅介護事業所たかやま 殿  

令和   年   月   日 

利用者  住所 

 

 

 

氏名               印 

 

（代筆者              ）       

ご家族  住所 

 

 

氏名               印 

（続柄              ） 
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別記１ 

                             

お客様及びご家族の個人情報は、同意を得ない限り使用しません。

下記の事項については同意を得た上で個人情報を使用します。 

 

１． 介護サービスの提供における利用 

□ 介護サービスを実施するとき、及び説明するとき 

□ 医療機関、介護事業者との連携及び照会する場合 

□ 外部の医療、保健、福祉の専門家の意見を求める場合 

□ 利用者様のご家族等へ心身の状況を説明する場合 

２． 事業所内の事務における利用 

□ 介護に関する記録をする場合 

□ 給付費・利用料請求や会計、経理の事務 

□ 公費負担に関する行政機関への請求関係書類の提出 

□ 管理運営業務に関する利用 

３． 他の法律で求められる報告、提出書類における利用 

□ 監督省庁への届出・報告等の場合 

□ 第三者評価機関及び介護サービス情報公表制度の調査への資

料提示 

□ 賠償保健等の手続きの場合 

４． 介護の質の向上における利用 

□ 職員の教育研修や介護の質の向上を目的とした事例研究 

□ 介護実習等の受入れの場合 

□  

情報開示の請求について 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

お客様ご自身から、当該本人に係る保有の個人情報について、書面又は

口頭により、その開示の申し出をされた場合は、身分証等により本人であ

ることを確認の上、開示をすることができます。ただし、 

① 本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利害を害する恐れ 

がある場合 

② 本会の事業の適正な実施に著しい支障を及ぼす恐れがある場合 

③ 他の法令に違反することとなる場合 

には、その全部又は一部を開示しないことができます。 



- 15 - 

 

個人情報保護に関する方針（プライバシーポリシー） 

 

 

 社会福祉法人宮古島市社会福祉協議会は、以下の方針に基づき、個人情報の保護に

努めます。 

 

 

 

１、本会は、個人の人格尊重の理念のもとに、関係法令等を遵守し、実施するあらゆ

る事業において、個人情報を慎重に取り扱います。 

２、本会は、個人情報を適法かつ適正な方法で取得します。 

３、本会は、個人情報の利用目的をできる限り特定するとともに、その利用目的の範

囲でのみ個人情報を利用します。 

４、本会は、あらかじめ明示した範囲及び法令等の規定に基づく場合を除いて、個人

情報を事前に本人の同意を得ることなく外部に提供しません。 

５、本会は、個人情報を正確な状態に保つとともに、漏えい、滅失、き損などを防止

するため適切な措置を講じます。 

６、本会は、本人が自己の個人情報について、開示、訂正、追加、削除、利用停止を

求める権利を有していることを確認し、これらの申出があった場合には速やかに

対応します。 

７、本会は、個人情報の取扱いに関する苦情があったときは、適切かつ速やかに対応

します。 

８、本会は、個人情報を保護するために適切な管理体制を講じるとともに、役職員の

個人情報保護に関する意識啓発に努めます。 

９、本会は、この方針を実行するため、個人情報保護規程を定め、これを本会役職員

に周知徹底し、確実に実施します。 

 

 

平成１７年１０月 1 日制定 

 

社会福祉法人 宮古島市社会福祉協議会 

                       会 長 野原 勝 

 

 
 


